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途として単一市場・生産拠点をめざすなか、その生産を支える労働市場のあり方が問われている。現在のＡＳＥＡＮ経済共同体（ＡＥＣ）の枠組みにおい は、一部の専門職を除いて、域内における労働者の移動は議論されておらず加盟国間の労働者の移動 関ＡＳＥＡＮとして共通の制度を有していない。本稿では、ＡＥＣの対象に入っていないが、ＡＳＥＡＮ経済にお て大きな労働力を占めている低熟練や非熟練移民者に焦点をあて、その動向や政策課題を論じる。●増加するＡＳＥＡＮ域内移動　
域内の経済的相互依存が高まる
ＡＳＥＡＮは、労働力においても相互依存が高まっている。本稿が対象とする移民労働者とは厳密に
やその他の国々からの流れ、二つめはタイへのミャンマー、ラオス、カンボジアから 流れである。シンガポールには二○一三年現在一三二万人の外国人労働者がいる。同政府は出身国別の人数を公表していないが、ＡＳＥＡＮ域内 送出国のデータから、多く マレーシア人、インドネシア 、ミャン

































































































は、二国間 協定や覚書であり、ＡＳＥＡＮ域内で複数の二国間関係が交錯する。二国間覚書は、労働者の流出入に対する各国政府の制限および管理を目的とする。受入国は、移民労働者を景気変動に左右される労働市場の緩衝として位置づけている。しかし実態は、移民労働者への依存が恒常化している。正規手続きによらない、いわゆる不法 も数多く存在する。移民労働者の法的地位は不安定である場合が多く、受 であるシンガポール、マレーシアやタイにおいて移民労働者に対する不当な扱いや虐待の問題は絶えない。　
自国から送り出す労働者の人権
保障と労働環境の改善を求め 送



































労働者委員会 運営 、同宣言を実行し、移民労働者の権利と保護の促進に関するＡＳＥＡＮ文書の作成をめざ て協働することが明記された。　
同委員会のもとＡＳＥＡＮ文書




































間で集められるネットワークがあるため、雇う側もミャンマー人の雇用を選好する。第三になによりも労働者にとっては、タイの高い賃金が誘引である。タイでは二○一三年一月に法定最低賃金が日賃三○○バーツ（約九九五円）となり、この金額は外国人労働者にも適用される。ＩＬＯの調査 よると、ミャンマー人が国 で働く動機は出身地により異なるが、いずれにおいても高い収入を求めている比率が高い。タイに行こうとする労働者は月収二○万から三 万チャットを期待している。ミャンマーでは二○一三年に最低賃金法を制定しながらも、具体的な金額
の設定に二年もかかり、この九月に公表された最低賃金は日賃三六○○チャット（二・八ドル＝約三三○円） 。タイとの賃金格差は依然大きい。　
筆者が昨





Ｎサミット議長声明の第四六段落は「我々は移民労働者のＡＳＥＡＮ社会および経済への貢献を認識し、安全で繁栄するＡＳＥＡＮ共同体の創設の重要性を再び強調する。我々はＡＳＥＡＮの人々の生活の質を向上させ、移民労働者の権利を含むＡＳＥ Ｎ 人々権と基本的自由を保護する必 を強調する。ＡＳＥ Ｎ各国の労働大臣に対し、移民労働者の権利の保護と促進に関するＡＳＥＡＮ文書の完成に向けて努力 続けることを課した」とある。　
翌月にマニラで行われた第一一












 山田美和「ＡＳＥＡＮ域内の労働者移動の現状――高まる労働力の相互依存」 （浦田秀次郎・牛山隆一・可部繁三郎編『ＡＳＥＡＮ経済統合の実態』文眞堂、二〇一五年） 。
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ミャンマー人労働者の前で雇用契約書に署名するタイ人雇用主（右）と
立ち会うミャンマー労働省担当官（手前）（筆者撮影）
